
為替週間展望＝ドル円は底堅いながらも上値を伸ばしにくい展開か

　　　　　　　　　　［３月２日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    2 月 23 日～ 2 月 27 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  154.96   156.82(25)    154.00(23)    155.97   +0.92

ユーロ・ドル  1.1784   1.1835(23)    1.1766(24)    1.1800   +0.0016

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    58,850.27    +1382.44     日本10年債利回り   2.117   -0.004

ダウ平均株価    49,499.20     -126.77     米10年債利回り     4.004   -0.079

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２日　　独２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米２月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米２月ＩＳＭ製造業景況指数、米１月建設支出

３日　　日本１月雇用統計、日本１月有効求人倍率

　　　　豪第４四半期経常収支、豪１月住宅建設許可件数

　　　　ユーロ圏２月消費者物価指数速報値

４日　　豪第４四半期ＧＤＰ

　　　　氷見野日銀副総裁講演

　　　　中国２月レイティングドッグ製造業ＰＭＩ

　　　　中国２月製造業ＰＭＩ、中国２月サービス業ＰＭＩ

　　　　スイス２月消費者物価指数

　　　　独２月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏２月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　英２月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　ユーロ圏１月生産者物価指数、ユーロ圏１月雇用統計

　　　　米２月ＡＤＰ雇用統計

　　　　米２月サービス業ＰＭＩ確報値

　　　　米２月ＩＳＭ非製造業景況指数

５日　　豪１月貿易収支

　　　　スイス２月雇用統計

　　　　ユーロ圏１月小売売上高

　　　　米１月輸入価格指数、米新規失業保険申請件数

　　　　米第４四半期非農業部門労働生産性指数

　　　　米地区連銀経済報告（ベージュブック）

　　　　※中国全国人民代表大会（全人代）開幕

６日　　独１月製造業受注指数

　　　　ユーロ圏第４四半期ＧＤＰ確報値

　　　　米２月雇用統計

　　　　カナダ２月Ｉｖｅｙ購買部協会指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は１５２円台前半から１５５円台まで上値を伸ばしてきた。

これまで売りに押されていた反動から上昇してきており、２１日移動平均線を回復して

いる。こうした中、堅調な推移が見込まれるが、上昇が続くとドル売り円買い介入への

警戒感から上値を抑えられることになるとした。
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【次期日銀審議委員にリフレ派を提示して円安に】

　２０日に米連邦最高裁は、トランプ米大統領の導入した相互関税が違憲であるとの判

断を下した。これに対してトランプ米大統領は輸入品に関して１０％の関税をかける方

針を示した。さらに２１日にはこの関税を１５％に引き上げる方針を示している。この

違憲判決を受けて、週明け２３日は朝方からドル売りの動きとなって、ドル円は１５５

円近辺から１５４円近辺まで下落した。ただ、売り一巡後は再び１５５円付近まで戻り

を見せた。

　　

　２４日にドル円は１５４円台半ばから１５５円台前半でもみ合いを見せていた。こう

した中、１６日に行われた高市首相と日銀の植田総裁の会談で、高市首相が「追加利上

げに難色を示した」と報じられたことで日銀の早期利上げ観測が後退して急激な円売り

となった。２４日の夕方には、ドル円は１５６．２０台まで上値を伸ばした。

　　　

　その後、上昇の動きが一服して、２５日には１５５円台前半まで下落した。政府が次

期日銀審議委員に中央大名誉教授の浅田統一郎氏と青山学院大教授の佐藤綾野氏を充て

る人事案を提示した。二人とも金融緩和や財政拡大に前向きなリフレ派として見なされ

ており、円売りの動きが加速して、ドル円は１５６．８０台まで大きく上昇した。

　　

　日銀の植田総裁は２月２６日の読売新聞とのインタビュー記事で、経済・物価情勢の

改善に応じて「今後も段階的に利上げを継続していく」方針を強調した。また、次の利

上げの判断については、「前回１２月やそれ以前に実施した利上げの影響」を点検する

意向を表明している。さらに追加利上げに関しては、３月と４月の会合を前に「入手す

る情報を丹念に点検した上で意思決定をしていきたい」と述べた。４月１日に公表する

短観も「一つの大事な情報」と述べたものの、「必ず短観を待たないと情報を得られな

いわけではない」としている。

　　

　植田総裁の追加利上げに前向きな姿勢を受けて、ドル円は１５５円台後半まで下落を

見せた。その後は目立った方向感なく推移して、１５５～１５６円台でのもみ合いとな

っている。

　　

【米雇用統計ウイーク】

　３月２日の週に予定される日米の経済指標やイベントは、２日に米２月製造業ＰＭＩ

確報値、米２月ＩＳＭ製造業景況指数、米１月建設支出、３日に日本１月雇用統計、日

本１月有効求人倍率、４日に米２月ＡＤＰ雇用統計、米２月サービス業ＰＭＩ確報値、

米２月ＩＳＭ非製造業景況指数、５日に米１月輸入価格指数、米新規失業保険申請件

数、米第４四半期非農業部門労働生産性指数、６日に米２月雇用統計などがある。

　　

　３月２日の週は米雇用統計など、注目度の高い経済指標の発表が相次ぐ。これらの結

果に左右されやすい展開が見込まれる。主な経済指標の事前予想と前回値は次の通り。

２日の米２月ＩＳＭ製造業景況指数の事前予想５１．８（前回５２．６）、４日の米２

月ＡＤＰ雇用統計の事前予想４．３万人増（前回２．２万人増）、米２月ＩＳＭ非製造

業景況指数の事前予想５３．９（前回５３．８）、６日の米２月雇用統計は非農業部門

雇用者数の事前予想６．０万人増（前回１３．０万人増）、失業率の事前予想４．４％

（前回４．３％）となっている。

　　

　米経済指標はまずまず堅調なものが多いとみられる。こうした中、ドルは底堅い動き

を受けて、ドル円の下値を支える展開となりそうだ。次期日銀審議委員にリフレ派を選

んだことや高市首相の責任ある積極財政が蒸し返されて、円売りに傾く場面も見られそ

うだ。こうした中、ドル円は底堅い動きを見せるとみられるが、１５７円を超えての円

安局面では介入警戒感も高まるため、底堅いながらも上値を伸ばしにくい展開が見込ま

れる。目先の予想レンジは１５３．５０～１５８．５０円となる。

　　

※米政府機関の閉鎖と再開に伴い、米経済指標の発表日が変更・追加される可能性があ

る。

　　

【ユーロドルは売り一巡感から下げ渋りか】

　ユーロドルは目立った材料に乏しい中、１．１７～１．１８台での推移に終始した。

ユーロにもドルにも目立った方向感がなく、レンジ相場の様相を呈している。３月２日

の週は、ユーロ圏２月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏２月消費者物価指数速報値、ユー



ロ圏２月製造業ＰＭＩ確報値などが注目される。

　　

　こうしたユーロ圏の経済指標の動向などによっては、ユーロドルは上下に動く可能性

はある。ただ、明確な方向性を欠く動きとなっており、レンジ相場が継続するとみられ

る。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．１７００～１．１９５０ドルとなる。

　　　

　ポンドドルは１．３５ドルを挟んでの推移が続いた。英国では特に目立った経済指標

もなく、ドルの動きも落ち着いたものだったことから、ポンドドルももみ合いに終始し

た。２日に英２月製造業ＰＭＩ確報値、４日に英２月サービス業ＰＭＩ確報値の発表が

あり、その結果次第ではポンドの動きに影響を与えそうだ。ただ、いずれも確報値であ

り、予想とのかい離が小幅だと影響は限定的となりそうだ。ポンドドルは１．３５ドル

近辺でのもみ合いが続くとみられる。目先の予想レンジは１．３３５０～１．３７００

ドルとなる。

　　　

　今後の日米以外の経済指標としては、２日に独２月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏２

月製造業ＰＭＩ確報値、英２月製造業ＰＭＩ確報値、３日に豪第４四半期経常収支、豪

１月住宅建設許可件数、ユーロ圏２月消費者物価指数速報値、４日に豪第４四半期ＧＤ

Ｐ、中国２月レイティングドッグ製造業ＰＭＩ、中国２月製造業ＰＭＩ、中国２月サー

ビス業ＰＭＩ、スイス２月消費者物価指数、独２月サービス業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏

２月サービス業ＰＭＩ確報値、英２月サービス業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１月生産者物

価指数、ユーロ圏１月雇用統計、５日に豪１月貿易収支、スイス２月雇用統計、ユーロ

圏１月小売売上高、６日に独１月製造業受注指数、ユーロ圏第４四半期ＧＤＰ確報値な

どが予定されている。
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